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　 第1（ 適用範囲）

　 　 　 こ の指定基準は、 建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号。 以下「 法」 と いう 。 ） 第４

　 　 ２ 条第１ 項第５ 号の規定に基づき 、 土地を 建築物の敷地と し て利用するため、 道を 築造し

　 　 よ う と する者が特定行政庁から その位置の指定を 受ける も のについて適用する 。 こ の場合、

　 　 開発許可制度の適用を 受けないも のに限る。

【 運用】

　 　 １ ． こ の指定基準は、 建築基準法第４ ２ 条第１ 項第５ 号の規定に基づき 、 土地を 建築物

　 　 　 の敷地と し て利用する ため道を 築造し よう と するも のについて適用する も のである 。

　 　 　 　 し たがっ て、 市街化区域内において、 建築物の敷地と し て利用する土地の面積と 築

　 　 　 造する道の面積と の合計が５ ０ ０ ㎡以上と なる も のは開発許可制度の適用を 受ける こ

　 　 　 と と なるので（ 国、 県等の場合は適用除外） 、 こ の指定基準は建築物の敷地と し て利

　 　 　 用する土地の面積及び築造する道の面積と の合計が５ ０ ０ ㎡未満である も のに限り 適

　 　 　 用するこ と と なる。

　 　 ２ ． 「 建築物の敷地と し て利用する 土地」 と は、 道路位置指定申請時において（ 建築時

　 　 　 期にかかわら ず） 建築物の建築を 予定し ている 土地を いい、 建築物以外の敷地に利用

　 　 ３ ． 道路位置指定後において、 道路位置指定申請時に建築物の建築を 想定し ていなかっ

　 　 　 た土地が、 何ら かの事情で建築物を 建築するこ と と なっ た場合については、 その土地

　 　 ４ ． また、 道路位置指定後、 それに接続し て道路位置指定申請をする場合についても 、

　 　 　 全体の面積でも っ て開発許可制度の適用を受けるかどう かを 判断するも のと する。

　 　 　 法第４ ２ 条第１ 項第５ 号の規定に基づく 道の位置の指定は、 次の１ から ３ までに掲げる

　 　 １ ． 道路に関する基準

　 　 　 道路に関する 基準は、 次のと おり と する。

　 　 　 1) 道路の配置計画等は、 橿原市の都市計画等に支障のないも のであるこ と 。 また、 既存

　 　 　 の公共施設の機能に支障をき たさ ないよう に計画さ れている と と も に、 新たに道路と な

　 第２ （ 道路位置指定基準）

　 　 　 るこ と によっ て隣接する既存建築物等が建蔽率、 道路斜線など法の規定に抵触する こ と

　 　 　 を 含めた面積でも っ て開発許可制度の適用を受けるかどう かを判断する も のと する 。

　 　 基準に適合する も のでなければなら ない。 ただし 、 市に寄附するこ と を 前提と し て申請す

　 　 管理者が指示する事項に適合し なければなら ない。

　 　 る 場合の道路幅員その他構造については、 １ の道路に関する基準にかかわら ず橿原市道路

　 　 　 する こ と が明ら かな土地は含まない。
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　 　 　 2) 道路の幅員（ 有効幅員） は、 ４ ． ５ ｍ以上であるこ と 。 ただし 、 特定行政庁が周囲の

　 　 　 3) 両端が他の道路に接続し たも のであるこ と 。

　 　 　 状況により やむを 得ないと 認めた場合はこ の限り でない。

　 　 　 　 ア． 延長（ 既存の幅員６ ｍ未満の袋路状道路に接続する道路にあっ ては、 当該袋路状

　 　 　 　 　 道路が他の道路に接続するまでの部分の延長を 含む。 ウにおいて同じ 。 ） が３ ５ ｍ

　 　 　 　 　 以下の場合

　 　 　 　 イ ． 終端が公園、 広場その他こ れら に類する も ので自動車の転回に支障がないも のに

　 　 　 　 　 接続し ている場合

　 　 　 　 ウ． 延長が３ ５ ｍを 超える 場合で、 終端及び区間３ ５ ｍ以内ごと に自動車の転回広場

　 　 　 　 　 が設けら れている 場合

　 　 　 　 エ． 幅員（ 有効幅員） が６ ｍ以上の場合

　 　 　 　 オ． アから エまでに準ずる場合で、 特定行政庁が周囲の状況により 避難及び通行の安

　 　 　 　 　 全上支障がないと 認めた場合

　 　 　 5) 自動車の転回広場

　 　 　 　 　 自動車の転回広場は、 道路の中心線から 水平距離が２ ｍを超える区域内において小

　 　 　 　 型四輪自動車（ 道路運送車両法施行規則（ 昭和２ ６ 年運輸省令第７ ４ 号。 ） 別表第１

　 　 　 　 に規定する 小型自動車で四輪のも のを いう 。 ） のう ち最大なも のが２ 台以上停車する

　 　 　 　 こ と ができ 、 かつ、 こ れら の小型四輪自動車が転回でき る 形状のも のであるこ と 。

　 　 　 　 　 道路が同一平面で交差し 、 若し く は接続し 、 又は屈曲する箇所（ 内角が１ ２ ０ 度以

　 　 　 4) 前号の規定にかかわら ず、 次のアから オまでのいずれかに該当する場合においては、

　 　 　 るこ と ができ る。

　 　 　 袋路状道路（ 法第４ ３ 条第３ 項第５ 号に規定する袋路状道路をいう 。 以下同じ 。 ） と す

　 　 　 6) 隅切り

　 　 　 　 上の場合を 除く 。 ） には、 角地の隅角を挟む辺の長さ ２ ｍの二等辺三角形の部分を道

　 　 　 　 路に含む隅切り を 設けたも のであるこ と 。 ただし 、 特定行政庁が周囲の状況によ り や

　 　 　 　 むを 得ないと 認め、 又はその必要がないと 認めた場合においては、 こ の限り でない。

　 　 　 7) 勾配

　 　 　 　 ア． 縦断勾配は９ ％（ 地形等により 特定行政庁がやむを 得ないと 認めた場合は、 １ ２

　 　 　 　 　 ％） 以下であり 、 かつ、 階段状でないも のである こ と 。 ただし 、 特定行政庁が周囲

　 　 　 　 　 の状況により 避難及び通行の安全上支障がないと 認めた場合においては、 こ の限り

　 　 　 　 　 でない。

　 　 　 　 イ ． 適切な値の横断勾配が附さ れているこ と 。

　 　 　 8) 排水施設

　 　 　 　 ア． 道路には、 道路及びこ れに接する敷地内の雨水及び汚水（ 雑排水を含む。 以下同

　 　 　 　 　 じ 。 ） を 排出する ため、 必要な側溝、 下水管その他の排水施設が道路位置指定に関

　 　 　 　 　 する排水施設設置基準により 設けら れているこ と 。

　 　 　 　 イ ． 公共下水道（ 汚水） 管を 埋設し ない場合は、 将来当該管を 整備するためのスペー

　 　 　 　 　 スを 道路内に確保するこ と 。

　 　 　 のないよう に計画さ れているこ と 。



　 　 　 　 なお、 道路と し て位置を指定する範囲は、 排水施設、 法面等を 含んだ「 道路敷」
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　 　 　 9) 舗装等

　 　 　 　 イ ． 道路構造物と し て擁壁を 設ける場合には安全上支障のない構造と し 、 奈良県の

　 　 　 　 　 「 宅地造成等規制法に関する 技術基準」 によるこ と 。

　 　  10) 境界の明示方法

　 　 　 　 　 道路境界線は、 側溝、 肩石等の連続し た堅固なも ので明示さ れているこ と 。

　 　  11) 維持管理

　 　 　 　 　 築造さ れる道路の維持管理者が定めら れており 、 将来にわたっ て適切に維持管理

　 　 　 　 さ れるも のであるこ と 。

【 運用】

　 　 　 　 ア． アスフ ァ ルト コ ンク リ ート 舗装を 標準と し 、 ぬかるみと なら ない構造と する こ

　 　 　 　 　 と 。

　 １ ． 道路の配置計画等の原則について

　 　 1) 　 道路の機能が道路構成パタ ーン 上有効に発揮さ せる よう 計画さ れていると と も に、

　 　 2) 　 既存の公共施設（ 道路、 水路等） に形状変更、 占用等が伴う 場合には、 あら かじ め

　 ２ ． 道路の幅員、 延長等について

　 　 1) 　 幅員について

　 　 　 　 築造する道路の幅員と は、 道路の付属施設である保護路肩や排水施設を含まない

　 　 　 地区計画等が定めら れている場合はそれら に即し て計画さ れているこ と など橿原市の

　 　 　 都市計画等に支障のないも のであるこ と 。

　 　 　 所定の手続き が完了し ているこ と 。

　 　 　 と こ ろ の「 有効幅員」 を いい、 その有効幅員が４ ． ５ ｍ以上であるこ と 。 ただし 、

　 　 　 排水施設に蓋を設置する場合にあっ ては、 当該排水施設を 有効幅員に含める こ と が

　 　 　 でき る。

　 　 　 について行う こ と と なる。



- 4 -

道路境界線 道路境界線

有効幅員Ｗ≧４ . ５ ｍ

道路位置指定範囲

　 　 ・ ただし 、 周囲の状況により やむを 得ないと 特定行政庁が認めた場合においては、 上記以

　 　 　 外と するこ と が出来る 。
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道路位置指定範囲

有効幅員Ｗ≧４ . ５ ｍ

道路境界線道路境界線

（ Ｌ 型側溝の場合）

（ 自由勾配側溝の場合）

　 がある 場合）

　 　 がない場合）

　 （ Ｕ 型側溝の蓋

（ Ｕ 型側溝の蓋



申請道路

延長　 Ｌ

道路中心後退線

既
存

道
路

　 　 と する 。

　 ①　 延長は道路中心線で測定するこ と

2) 　 延長、 道路面積の算定方法について

　 ②　 延長の測定の起点は、 既存道路の道路

　 　 境界線から と し 、 申請道路面積も その道

　 　 路境界線から 算定するこ と と する。

　 ③　 既存道路が法第４ ２ 条第２ 項又は第３

　 　 項に該当する場合は、 道路中心後退線を

　 　 起点にし て延長を測定し 、 道路後退部分

　 　 は申請道路面積の算定には含めないこ と

　 　 と する 。

既存道路

道路中心線

延長　 Ｌ
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　 　 に接続さ せる場合の「 延長」 は、

　 ④　 既存の６ ｍ未満の袋路状道路

　 　 既存の袋路状道路部分も 含めて

　 　 算定するこ と と する。

　 　 　 なお、 道路と し て位置を 指定

　 　 する範囲は申請道路部分につい

　 　 て行う こ と と なる。

　 ⑤　 里道、 水路等がある場合は、

　 　 その部分も 含めて延長を 測定し 、

　 　 含める 。

　 　 また、 申請道路面積の算定にも

3) 　 既存袋路状道路と の接続取合いについて

既存袋路状道路と 築造する道路と は、 原則と し て中心線を 合致さ せるこ と 。

既存道路

既存道路 申請道路

Ｗ＜６ ｍ Ｗ＜６ ｍ

延長　 Ｌ

道路位置指定範囲

既存道路

既存道路

Ｗ＜６ ｍ

申請道路

Ｗ＜６ ｍ

延長　 Ｌ

道
路

位
置

指
定

範
囲

既存道路

延長　 Ｌ

道路境界線

2
ｍ

申請道路

水路又は里道

2ｍ

既存道路 既存道路道路中心線 道路中心線

申請道路申請道路
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３ ． 道路計画について

1) 　 通り 抜け道路と する場合

　 　 ・ 築造する道路の両端が建築基準法上

　 　 　 の道路に接続し たも のであるこ と 。

　 　 ・ 通り 抜け道路と する場合は、 道路の

　 　 　 延長にかかわら ず、 道路の有効幅員

　 　 　 を ４ . ５ ｍ以上と するこ と ができ る。

　 　 　 同法第４ ２ 条第２ 項又は第３ 項に規

　 　 　 定する道路であっ ても 差し 支えない。

2) 　 袋路状道路と するこ と ができる場合（ ※袋路道路と は、 築造する道路の一端のみが

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 建築基準法上の道路に接続し たも のを いう 。 ）

　 ①　 延長が３ ５ ｍ以内である場合

　 　 　 （ 申請道路幅員Ｗ＜６ ｍ）

　 　 ア． 【 既存の袋路状道路（ 幅員Ｗ＜６ ｍ） に接続する場合】

　 　 イ ． 【 既存の袋路状道路（ 幅員Ｗ≧６ ｍ） に接続する場合】

申請道路

Ｗ≧４ . ５ ｍ

既存道路 既存道路

建築基準法 建築基準法
上の道路上の道路

申請道路

既存道路

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

Ｗ＜６ ｍ

既存道路

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

申請道路

Ｗ＜６ ｍ

既存道路Ｗ＜６ ｍ

既存道路

申請道路

Ｗ＜６ ｍ

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

既存道路Ｗ≧６ ｍ

　 　 　 なお、 「 建築基準法上の道路」 と は



既存道路
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　 ②　 延長が３ ５ ｍを超える 場合で、 終端及び区間３ ５ ｍ以内ごと に自動車の転回広場

　 　 が設けら れている場合（ 申請道路幅員Ｗ＜６ ｍ）

　 　 ア． 【 延長が３ ５ ｍを 超える場合】

　 　 　 　 　 　 自動車の転回広場の中心点までの延長が３ ５ ｍ以内であるこ と 。

既存道路

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ 延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

申請道路

Ｗ＜６ ｍＷ＜６ ｍ

　 　 イ ． 【 既存の袋路状道路（ 幅員Ｗ＜６ ｍ） に接続する場合】

　 　 　 　 ［ ケース１ ］ 既存の袋路状道路の延長が３ ５ ｍ以内の場合

申請道路

既存道路

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

Ｗ＜６ ｍ

延長が３ ５ ｍを超える場合

申請道路

既存道路

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

Ｗ＜６ ｍ

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ



　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 既存の袋路状道路に自動車の転回広場を 設置する必要があるが、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 その設置が困難である場合は、 築造する道路の起点附近に自動車

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の転回広場を 設置すればよいも のと する。
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　 　 　 　 ［ ケース２ ］ 既存の袋路状道路の延長が既に３ ５ ｍを 超えている場合

既存道路

申請道路

Ｗ＜６ ｍ

既存道路

Ｗ＜６ ｍ

延長が３ ５ ｍを超えている場合 延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

既存道路

申請道路

Ｗ＜６ ｍ

既存道路

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

Ｗ≧６ ｍ

延長　 Ｌ ≦３ ５ ｍ

　 　 ウ． 【 既存の袋路状道路（ 幅員Ｗ≧６ ｍ） に接続する場合】
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※転回広場の設置方法について

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 □　 「 区間３ ５ ｍ以内ごと 」 と は、 転回広場の中心点でも っ てその距離を

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 測定するこ と と する。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 □　 終端には、 自動車の転回広場を 設けるこ と 。

　 ④　 終端が公園、 広場その他こ れら に類するも ので自動車の転回に支障がないも のに接続し て

　 　 いる場合

　 　 　 公園、 広場等（ 公共の用に供さ れているも のに限る。 ） で、 自動車の転回が常時支障なく

　 　 でき る も のであり 、 かつ、 自動車の転回広場と し て利用するこ と について公園、 広場等の管

　 　 理者の承諾があるも のであるこ と 。

３ ５ ｍ以内

　 ③　 幅員（ 有効幅員） が６ ｍ以上の場合

　 　 　 道路の幅員（ 有効幅員） が６ ｍ以上あれば、 道路の延長にかかわら ず、 また、 自動車の転

　 　 回広場を 設置するこ と なく 、 袋路状道路と するこ と ができ る。

既存道路

申請道路

Ｗ≧６ ｍ

×○
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申請道路

既存道路

Ｗ＜６ ｍ

転回場所
公園等

４ ． 自動車の転回広場の形態について

1) 　 自動車の転回広場は、 直径８ ｍの円が内接

　 でき る形状である こ と 。

3) 　 Ｌ 型転回広場と する場合は、 次図によるこ と 。

有
効

8ｍ

5
ｍ

5
ｍ

4. 5ｍ2ｍ

2
ｍ

( Ｗ)

5
ｍ

4. 5ｍ2ｍ

2
ｍ

( Ｗ)

2ｍ

5ｍ

4.
5ｍ

2
ｍ

(Ｗ
)

2) 　 Ｔ 型転回広場と する場合は、 次図によるこ と 。
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4) 　 道路の途中に設ける場合

５ ． すみ切り について

1) 　 すみ切り の形状について

　 　 すみ切り の長さ の測定は、 有効長さ で行う こ と 。

2) 　 法第４ ２ 条第２ 項道路の場合

有
効

8ｍ

5ｍ

4. 5ｍ2ｍ

2
ｍ

( Ｗ)

2ｍ

4.
5ｍ

2
ｍ

(
Ｗ

)
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2ｍ
以

上

以上

申請道路

既存道路

2ｍ
以

上

既存道路

2ｍ

2ｍ
以

上

以上

申請道路

申請道路

12
0ﾟ

以
上

2ｍ
以上

申請道路

道路中心後退線

2ｍ

2ｍ

既
存

道
路

　
中

心
線

2ｍ

以上

以
上
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3) 　 里道、 水路、 道路のり 面等がある場合

5) 　 すみ切り を 設けなければなら ない部分に

　 堅固な構造物がある場合

　 　 建築物、 工作物等があっ てすみ切り を 設

　 ける こ と が困難な状況にあると 認めら れる

　 も のについては、 その部分にすみ切り を 設

　 けないこ と ができ る（ 申請書に理由書を 添

　 付するこ と ） 。

　 　 こ の場合、 交差又は接続部における も う

　 一つのすみ切り 部分は、 辺の長さ ３ ｍ以上

　 の二等辺三角形の形態と するこ と 。

4) 　 歩道のある場合（ 歩道切込み工事に関し 道路法（ 昭和２ ７ 年法律第１ ８ ０ 号。 ） 第

　 ２ ４ 条の承認を 取得し ているも のに限る。 ）

既存道路

延長　 Ｌ

道路境界線

2
ｍ

2ｍ
申請道路

水
路

既存道路

延長　 Ｌ

申請道路

道路境界線

2
ｍ

2ｍ

法
面

2ｍ

2ｍ
以

上

以上
申請道路

道路境界線

（ 車道） （ 歩道2m以上）

2ｍ

2ｍ
以

上

以上
申請道路

（ 車道）

道路境界線

（ 歩道2m未満）

申請道路

既存道路

既設建築物等

3ｍ以上

3
ｍ

以
上

既存道路

2ｍ

2
ｍ

以
上

以上

既存道路
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６ ． 勾配について

　 　 道路の縦断勾配は、 原則と し て９ ％以下であるこ と 。 ただし 、 地形等によ り 特定行政庁がや

　 むを 得ないと 認めた場合は、 １ ２ ％以下と するこ と ができ る。

　 　 道路の横断勾配は、 原則２ ． ０ ％以下と するこ と 。

８ ． 道路舗装について

９ ． 擁壁の構造について

　 　 擁壁の構造については、 擁壁の地上高さ （ 見え高） が５ ０ ㎝以上のも のが審査の対象と なり 、

　 そのう ち 、 擁壁の高さ （ 全高） が１ ｍ以上のＲ Ｃ 造擁壁等は安定計算・ 構造計算書の添付が必

　 要と なる ので留意するこ と 。

全
高

　
１

ｍ
以

上

見
え

高
５

０
㎝

以
上

見
え

高
５

０
㎝

以
上

　 　 見え高５ ０ ㎝以上のも のが審査対象

　 　 　 　 全高１ ｍ以上のも のは、

　 　 　 　 構造計算書の添付が必要

　 　 アスフ ァ ルト コ ンク リ ート 舗装を 標準と し 、 ぬかるみと なら ない構造と するこ と 。

　 部分に埋設し てはなら ない。 ただし 、 取付管についてはこ の限り でない。

７ ． 排水施設について

　 　 公共下水道（ 汚水） 管を 埋設し ない場合は、 次の図の例により 、 公共下水道（ 汚水） 埋設ス

　 ペースを 確保する こ と 。 こ れは将来、 公共下水道の整備が見込まれるこ と から 、 道路内に汚水

　 管埋設のためのスペースを 確保するこ と が必要であり 、 排水施設、 上水道及びガス施設はこ の

道
路

幅
員

　
Ｗ

　 ガ ス 管

　 排 水 管

　 上 水 道 管

将 来 公 共 下 水 道 管 埋 設 用 ス ペ ー ス
（ 取 付 管 以 外 は 埋 設 し な い ）

（ 例） Ｗ＝６ ． ０ ｍの場合

Ｗ/４ 以上と する こ と 。

　 　 ス ペースを １ ． ５ ｍ

　 　 以上確保する 。
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　 　 10． 維持管理

　 　 　 　 築造さ れる 道路の維持管理者が定めら れており 、 将来にわたっ て適切に維持管理さ れ

　 　 　 るも のである こ と 。

　 ２ ． 敷地に関する 基準

　 　 　 建築物の敷地と し て利用する土地に関する基準は、 次のと おり と する。

　 　 　 のないも のであるこ と 。 なお、 擁壁を 設ける場合には安全上支障のない構造と し 、 奈

　 　 1) 　 建築物の敷地と し て利用する土地は、 それを 利用するう えで安全上及び衛生上支障

　 　 　 良県の「 宅地造成等規制法に関する技術基準」 による こ と 。

　 　 2) 　 雨水及び汚水を 排出するため、 宅内桝その他の排水施設が設置さ れている こ と 。

　 　 3) 　 一宅地の敷地面積は、 １ ０ ０ ㎡以上であるこ と 。

　 　 4) 　 指定を 受けよう と する道路を 利用する宅地は、 原則と し て２ 以上と するこ と 。

　 １ ． 建築物の敷地と し て利用する土地は、 その後の建築確認手続きにおいて、 法第１ ９ 条

【 運用】

　 ２ ． 擁壁を 設置する場合

　 　 　 擁壁の構造については、 擁壁の地上高さ （ 見え高） が５ ０ cm以上のも のが審査の対象と

　 ３ ． 一宅地の最低敷地面積

　 　 　 一宅地の最低敷地面積は、 長屋建住宅の場合その戸数にかかわら ず１ ０ ０ ㎡以上と する

　 　

　 　 1) 　 指定を 受けよう と する道路の敷地と なる土地の所有者及びその土地又はその土地に

　 　 2) 　 指定を 受けよう と する道路の敷地と なる土地内又は建築物の敷地と し て利用する 土

　 　 　 地内に里道、 水路等がある場合は、 用途廃止、 付け替え、 占用等の手続きが完了し て

　 　 　 いる こ と 。

　 　 　 ある 建築物若し く は工作物に関し て権利を有する者並びに当該道を 建築基準法施行令

　 　 　 （ 昭和２ ５ 年政令第３ ３ ８ 号） 第１ ４ ４ 条の４ 第１ 項及び第２ 項に規定する 基準に適

　 　 　 合するよう に管理する 者（ 以下「 関係権利者等」 と いう 。 ） の承諾を 得ているこ と 。

　 ３ ． 関係権利者等の承諾に関する基準

　 　 （ 敷地の衛生及び安全） の規定の適用を 受けるこ と に鑑み、 それら の内容に適合する

　 　 よ う 事前に必要な措置が講じ ら れているこ と 。

　 　 なり 、 そのう ち 、 擁壁高さ （ 全高） が１ ｍ以上のＲ Ｃ 造擁壁等は安定計算・ 構造計算書

　 　 の添付が必要と なるので留意するこ と 。 （ 上図　 参照のこ と ）

　 　 こ と が出来る。
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【 運用】

　 　 ・ 道路の敷地と なる土地の所有者

　 　 ・ その土地に関し て権利を 有する者

　 　 ・ その土地にある建築物若し く は工作物に関し て権利を 有する 者

　 １ ． 関係権利者等と は、 次の者を いう 。

　 第３ （ 申請手続）

　 　 １ ． 道路の位置の指定を 受けよう と する者（ 以下「 申請者」 と いう 。 ） は、 道路を 築造す

　 　 　 る前に特定行政庁に道路位置指定申請書を提出し 、 事前に書類審査を 受けなければなら

　 　 　 ない。 なお、 申請書の添付図書及び部数については別途定める。

　 　 ２ ． 特定行政庁は、 申請者から 道路位置指定申請書の提出があっ たと き は、 関係各課の意

　 　 　 見を 聴く と と も に、 道路位置指定申請書の書類審査を 行い、 その結果適正と 認めら れる

　 　 　 も のについてはその旨を 申請者に通知するこ と と し 、 申請者は当該通知があるまで道路

　 　 　 の築造を 開始し てはなら ない。

　 　 ３ ． 申請者は、 道路の築造が完了し たと き は、 道路位置指定に関する築造完了届（ 様式４

　 　 　 号） 、 工事写真及び完成写真（ 全景） を 特定行政庁に提出し 、 現場審査を受けなければ

　 　 　 なら ない。

　 　 ４ ． 申請者は、 特定行政庁の現場審査後、 速やかに、 指定を 受けよう と する道路の敷地と

　 　 ５ ． 特定行政庁は、 現場審査の結果、 こ の指定基準に適合し ていると 認めら れるも のにつ

　 　 　 いて、 その道路の位置を 指定し 、 その旨を公告すると と も に申請者に通知するこ と と す

　 　 　 る。

　 　 ６ ． 道路の位置の変更又は廃止を 受けよう と する 者（ 以下「 変更等申請者」 と いう 。 ） は、

　 　 　 道路を 変更し 、 又は廃止する前に道路位置指定変更・ 廃止申請書を 提出し 、 事前に書類

　 　 　 審査を 受けなければなら ない。 なお、 申請書の添付図書及び部数については別途定める 。

　 　 ７ ． 特定行政庁は、 変更等申請者から 道路位置指定変更・ 廃止申請書の提出があっ たと き

　 　 　 は、 橿原市道路管理者その他関係機関の意見を 聴く と と も に、 当該申請書の書類審査を

　 　 　 行い、 その結果適正と 認めら れる も のについてはその旨を 変更等申請者に通知する こ と

　 　 ・ 当該道を 建築基準法施行令第１ ４ ４ 条の４ 第１ 項及び第２ 項の規定する 基準に適合す

　 ２ ． 「 土地に関し て権利を 有する者」 と は、 地上権、 永小作権、 貸借権、 質権、 差押等の

　 ３ ． 既に位置の指定を し た道路に接続し て道路位置指定を する場合、 申請部分の関係権利

　 ４ ． 指定を 受けよ う と する 道路に里道が含まれると き は、 地元区長の承諾を 得る と 共に市

　 　 　 るよ う に管理する者

　 　 　 なる 土地の登記事項証明書、 地籍図及び確定丈量図並びに、 申請時より 関係権利者等に

　 　 　 変動があっ た場合にはその者の承諾書に印鑑証明書を 添えて特定行政庁に提出し なけれ

　 　 　 ばなら ない。

　 　 ほか、 抵当権、 根抵当権などの権利を 有する者のこ と で、 仮登記権者も 含む。

　 　 者のみで、 既指定部分の土地所有者等の承諾書は新たに添付する必要はない。

　 　 長と も 協議し 同意を 得る こ と 。
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　 　 と する 。

　 ８ ． 変更等申請者は、 道路位置指定変更に係る工事が完了し たと きは、 特定行政庁の現場

　 　 審査を 受けなければなら ない。

申請手続の流れ

　 【 道路位置指定】

　 　 （ 関係各課・ 申請者）

　 ⑤築造開始通知

　 ⑥工事完了届　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※工事写真・ 完成写真（ 全景） 提出

　 ⑦現場審査　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※代理人等立ち 会いのこ と

　 　 　 　 　 　 ・ 土地の登記事項証明書

　 　 　 　 　 　 ・ 地籍図、 確定丈量図等提出

　 ⑧位置指定通知

　 ⑨公　 　 告

　 ③道路位置指定指示事項及び処置

　 ①事前相談（ 建築安全推進課、 関係各課）

　 　 　 　 　 　 建築安全推進課は現場調査・ 書類審査後、 申請者へ補正指示及び追加提出部数連絡

　 　 （ 申請者から 建築安全推進課へ） 　 　 　 　 補正が完了し ている こ と

　 ④道路位置指定指示書の提出　 　 　 　 　 　 ※建築安全推進課及び関係各課から の

　 　 （ 建築安全推進課から 申請者へ）

　 　 （ 申請者から 建築安全推進課へ） 　 　 　 ※副本を 提出のこ と

　 　 （ 建築安全推進課から 申請者へ通知）

　 ②道路位置指定申請書（ 建築安全推進課へ申請書２ 部提出） 　 　 ※正１ 部、 副１ 部
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　 【 道路位置指定変更・ 廃止】

　 ③変更承認書

　 ④道路位置指定変更・ 廃止工事完了届　 　 ※工事写真・ 完成写真（ 全景） 提出

　 ⑤現場審査　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※代理人等立ち 会いのこ と

　 ⑥道路位置指定変更・ 廃止通知

　 ⑦公　 　 告

　 　 　 　 　 　 ・ 地籍図、 確定丈量図等提出　 　 と し て利用し ている 者の承諾書

　 　 　 　 　 　 ・ 土地の登記事項証明書　 　 　 　 廃止の場合は、 当該道路を 前面道路

　 ①事前相談（ 建築安全推進課、 関係各課）

　 ②道路位置指定変更・ 廃止申請書（ 建築安全推進課へ申請書２ 部提出） 　 　 ※正１ 部、 副１ 部

　 　 　 　 　 　 建築安全推進課は現場調査・ 書類審査後、 申請者へ補正指示及び追加提出部数連絡

　 　 （ 建築安全推進課から 申請者へ）

　 　 （ 申請者から 建築安全推進課へ） 　 　 　 ※副本を 提出のこ と

　 　 （ 建築安全推進課から 申請者へ通知）


